
令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨) 

第１条 この要綱は、新規就農者の経営の早期確立及び兼業農家等の専業化に向

けた支援を行い、地域の中心となる担い手の育成及び確保を図るため、市内の

農地を耕作する新規就農者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することに関

し、寒河江市補助金等に係る予算の執行の適正化に関する規則（平成６年市規

則第１７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 就農計画 寒河江市認定新規就農者認定等実施要項（平成２６年制定）に

基づき作成する就農計画をいう。 

⑵ 就農計画申請者 寒河江市の区域内において新たに農業経営を営もうとす

る者であって、就農計画を作成して認定を受けることを希望するものをいう。 

⑶ 新規就農者 １８歳以上４５歳未満（ただし、地域に担い手がいない等や

むを得ない事情があると市長が認める場合には、１８歳以上５０歳未満とす

る。）の者であって、就農計画を作成して認定を受けたものをいう。 

⑷ 中高年就農者 ４５歳以上６５歳未満の就農計画申請者で、かつ、次のい

ずれかに該当するものをいう。 

ア 商工業その他の事業に３年以上従事した者 

イ 商工業その他の事業の経営管理に関する研究又は指導、教育その他の役

務の提供に３年以上従事した者 

ウ 農業又は農業に関連する事業に３年以上従事した者 



エ 農業に関する研究又は指導、教育その他の役務の提供の事業に３年以上

従事した者 

オ アからエまでに掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められ

る者 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、別表に掲げるとおりとする。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者は、これから地域農業の担い手となる強い

意志を有する新規就農者及び中高年就農者で、市税等の滞納がないもの（納税

相談をしているものを含む。）とする。ただし、就農計画が認定されたときに新

規就農者又は中高年就農者であった者は、就農計画期間内に第２条第３号又は

第４号に規定する年齢を超えた後においても、補助金の交付の対象とする。 

２ 別表に掲げる事業区分について、過去に該当事業の同じ事業区分による補助

金を受けている場合は、別表の⑴に掲げる事業については補助金の交付の対象

外とする。 

（補助対象経費及び補助金の額) 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び

補助金の額は、別表に掲げるとおりとする。ただし、消費税及び地方消費税は

補助対象経費から除き、算出された補助金の額に１，０００円未満の端数が生

じた場合はこれを切り捨てるものとする。 

（補助金等交付申請書) 

第６条 規則第５条に規定する補助金等交付申請書の提出期限は令和８年１月末

日とし、添付すべき書類は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 事業計画書(様式第１号) 

⑵ 収支予算書(様式第２号) 



⑶ 市税等の納付状況の調査に係る同意書（様式第３号）（寒河江市内に住所

を有する者の場合） 

⑷ 居住する市区町村が発行する納税証明書（寒河江市外に住所を有する者の

場合） 

⑸ 認定新規就農者の「就農計画認定申請書」の写し 

⑹ 見積書、カタログ、設置場所の位置図等（施設設備等支援事業を行う場合） 

⑺ 農地の賃貸借契約書等の写し（農地集積支援事業を行う場合） 

⑻ 年齢を確認できる書類 

⑼ その他市長が必要と認める書類 

（補助事業等の変更の条件） 

第７条 規則第７条第１項第１号ア及びイに規定する補助事業等の軽微な変更は、

次に掲げる変更以外の変更とする。 

⑴ 補助対象経費の区分ごとに配分された額の増額 

⑵ 補助対象経費の区分ごとに配分された額の３０パーセントを超える減額 

⑶ 補助金の額の増減を伴う変更 

２ 規則第７条第１項第１号の規定により補助事業の変更について市長の承認を

受けようとするときは、速やかに令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業

計画変更承認申請書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

（補助事業等実績報告書) 

第８条 規則第１４条に規定する補助事業等実績報告書に添付すべき書類は、次

に掲げるとおりとする。 

⑴ 事業成績書 (様式第１号) 

⑵ 収支精算書（様式第２号） 

⑶ 完成（納品）写真、領収書等（施設設備等支援事業を行う場合） 

⑷ 賃貸料の支払を証明するもの（農地集積支援事業を行う場合） 



⑸ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の概算払） 

第９条 市長は、補助事業の目的を達成するため必要があると認めるときは、補

助金の概算払をすることができる。 

２ 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付対象者」という。）は、前項の

概算払を受けようとするときは、令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業

費補助金概算払請求書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

（帳簿等の保管) 

第１０条 規則第２２条に規定する帳簿及び証拠書類は、補助事業が終了した日

が属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１１条 規則第２３条の適用を受けるものは、この要綱による補助金の交付を

受けて取得した取得価格が３０万円以上の機械及び装置とする。 

２ 規則第２３条ただし書の規定により市長が定める期間は、減価償却資産の耐

用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数を経

過するまでの期間とする。 

３ 規則第２３条の規定により市長の承認を受けようとするときは、令和７年度

寒河江市担い手新規就農支援事業に係る財産処分承認申請書（様式第６号）に

理由書を添えて、市長に提出しなければならない。 

 （補助金の返還） 

第１２条 市長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金

の全部又は一部を返還させることができる。 

⑴ 虚偽又は不正な申請により、補助金の交付を受けた場合 

⑵ 前条第３項の承認をする場合 



⑶ 農地集積支援事業による補助金の交付期間中に対象農地の賃貸借契約を解

約した場合 

 （補助金返還の免除） 

第１３条 前条第２号に該当する交付対象者は、次の各号のいずれかの事情に該

当する場合で、前条の規定による補助金の返還の免除を希望するときは、返還

免除申請書（様式第７号）を提出しなければならない。 

 ⑴ 病気や災害など、交付対象者の責に帰することが出来ない事由により、就

農を継続できなくなったとき。 

 ⑵ その他市長が特に認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により返還免除申請書が提出された場合で、その内容が

適当であると認められるときは、補助金の返還を免除することができる。 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



別表 

事業区分 対象者区分 対象経費 補助率 備  考 

(1)施設設備

等支援事業 

新規就農者 農業経営に必要な機

械、施設、基盤整備等に

係る経費。ただし、汎用

性の高い機械等は除

く。 

対象経費の 1/2 以

内。ただし、100万

円を限度とする。

また、夫婦ともに

就農する場合は夫

婦合わせて 150 万

円を限度とする。 

 

補 助 金 の 額 に

1,000 円未満の

端数が生じた場

合は、当該端数を

切り捨てる。 

中高年就農者 対象経費の 1/2 以

内。ただし、50万

円を限度とする。 

 

(2)農地集積

支援事業 

新規就農者 

 

次の要件を全て満たし

た経費に限る。 

・1筆又は隣り合う 2筆

以上で 10a を超える市

内の農地 

・5年間以上の期間で農

地中間管理事業を活用

し、新たに賃貸借契約を

締結したもの 

・交付申請時において当

該年の支払期限が未到

来の契約によるもの 

・過年度分を含み、交付

開始から 24 月以内の期

間を対象とする賃借料。 

対象経費の 1/2 以

内。ただし、10 万

円を限限とする。 

・３親等までの

親族からの賃貸

借契約を除く。 

・補助金の額に

1,000 円未満の

端数が生じた場

合は、当該端数を

切り捨てる。 

 

中高年就農者 

 



様式第１号（第６条、第８条関係） 

 

事 業 計 画（成 績）書 

 

１ 事業実施者 

  住所                 電話          

  氏名           (生年月日   年  月  日 年齢  歳) 

  就農時期    年   月 

 

２ 事業の計画(成績)内容                                            [単位:円] 

事業 

区分 

対

象

者

区 

分 

事業内容 
規格・ 

型式等 
単価 数量 金額 補助額 

(1)        

施
設
設
備
等
支
援 

事
業 

     

     

     

     

小  計 ① 
  

事業 

区分 

対

象

者

区 

分 

住 所 
面積

(㎡) 
地目 賃貸借料 補助額 

(2)       

農
地
集
積
支
援
事
業 

    

    

    

    

小  計 ② 
    

合   計 (① + ②)  

 



 

 

３ 事業実施（予定）期間 

      年  月  日 ～     年  月  日 

 

４ 補助金振込口座 

金融機関名  支店名  

フ リ ガ ナ  

口座名義  

口座番号        口座の種類 普通預金・当座預金 

※口座番号は左詰めで記入 

 

５ 添付書類 

⑴ 認定新規就農者の「就農計画認定申請書」の写し 

⑵ 別表の事業区分(1) 施設設備等支援事業の計画書の場合は、見積書、カタログ、

設置場所の位置図等。また、成績書の場合は、完成(納品)写真、領収書等。 

⑶ 別表の事業区分(2)農地集積支援事業の計画書の場合は、農地の賃貸借契約書等

の写し。また、成績書の場合は、賃貸料の支払を証明するもの。 

⑷ 年齢を確認できる書類 



様式第２号(第６条、第８条関係) 

収 支 予 算 （ 精 算 ） 書 

 

１ 収入の部                                              （単位：円） 

区 分 予 算 額 精 算 額 増 減 備 考 

補 助 金     

自己資金     

借 入 金     

そ の 他     

計     

 

 

 

２ 支出の部                                               （単位：円） 

 

 

 

区 分 予 算 額 精 算 額 増 減 備 考 

補助対象 

事 業 費 

    

そ の 他     

計 
    



様式第３号（第６条関係） 

 

年  月  日  

 

寒河江市長   様 

 

 

市税等の納付状況の調査に係る同意書 

 

 

令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業費補助金の交付申請に際し、交付

決定の可否を審査するため、寒河江市が市税等の納付状況を調査することについ

て同意します。 

 

 

 

 

【申請者自署】 

住所：                        

                 氏名：              



様式第４号（第７条関係） 

年  月  日 

  寒河江市長 様 

 

住  所 

氏 名             

 

令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業計画変更承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け指令 第  号により補助金の交付決定があ

った標記補助事業について、下記のとおり計画変更したいので、寒河江市補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する規則第７条第１項第１号の規定に

より申請します。 

記 

１  変更の理由及び内容 

 

２  事業の内容及び経費の配分 

    （様式第１号に準じて作成のこと。） 

 

３  収支予算書 

    （様式に第２号準じて作成のこと。） 

 

※様式第１号及び第２号ともに上段に変更前の内容を括弧書きにして、下段

に変更後の内容を記入のこと。 



様式第５号（第９条関係） 

年  月  日 

   寒河江市長 様 

                        住 所              

氏 名              

 

    令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業費補助金概算払請求書 

 

 令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業費補助金について、令和７年度寒河江市担

い手新規就農支援事業費補助金交付要綱第９条第１項の概算払を受けたいので、下記のと

おり請求します。 

 

記 

 

１ 補助事業等の名称  令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業費補助金 

 

２ 補助金交付決定額          円 

 

３ 請 求 額          円 

 

４ 概 算 払 の 理 由   

 

５ 請求金額振込先 

金融機関名及び支店名  

フリガナ  

口座名義人  

口座種別・口座番号  

 

 



様式第６号（第１１条関係） 

年  月  日 

  

  寒河江市長 様 

住 所              

氏 名              

 

令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業に係る 

財産処分承認申請書 

 

 令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業で取得した財産を下記のとおり処分したい

ので承認くださるよう申請します。 

 

記 

１ 処分の対象となる財産 

 

２ 処分の内容（目的外使用、譲渡、交換、貸し付け、担保等） 

 

３ 処分の理由 

 

４ 財産取得時の状況 

事業種目 
事業実施 

主  体 

施行又は 

設置場所 
事業量 事業費 市補助金 備  考 

       

 

５ 処分の方法 

（処分の相手方、処分価格、処分予定期日、処分条件等を記載し、譲渡に

当たっては相手方の利用方法、利用計画等を記載すること。） 



様式第７号（第１３条関係） 

年  月  日  

 

寒河江市長 様 

 

住 所                 

氏 名                 

 

返還免除申請書 

 

  令和７年度寒河江市担い手新規就農支援事業費補助金交付要綱第１３条の規定に基づ

き、補助金の返還の免除を申請します。 

 

 

返還免除を 

申請する理由 

 

 


